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(百万円未満切捨て)
１．平成29年４月期の連結業績（平成28年５月１日～平成29年４月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

事業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年４月期 615 334.2 △1,240 ― △1,270 ― △1,392 ―

28年４月期 141 42.2 △1,821 ― △1,935 ― △2,459 ―
(注) 包括利益 29年４月期 △1,355百万円( ―％) 28年４月期 △2,447百万円( ―％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年４月期 △64.62 ― △47.2 △32.2 △201.4

28年４月期 △114.49 ― △50.9 △34.4 △1,284.2
(参考) 持分法投資損益 29年４月期 ―百万円 28年４月期 ―百万円
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

29年４月期 3,423 2,607 66.8 105.84

28年４月期 4,459 3,935 81.1 168.13
(参考) 自己資本 29年４月期 2,287百万円 28年４月期 3,618百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

29年４月期 △1,887 68 256 1,747

28年４月期 △1,463 △345 5 3,305
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年４月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―

29年４月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―

30年４月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

　

　

３．平成30年４月期の連結業績予想（平成29年５月１日～平成30年４月30日）

(％表示は、対前期増減率)

事業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期
304～
2,354

△50.6
～282.3

△1,675
～630

―
△1,675
～630

―
△1,700
～620

― △78.88～28.77

平成30年４月期の連結業績予想につきましては、レンジ形式で開示しております。
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 29年４月期 21,615,200株 28年４月期 21,522,400株

② 期末自己株式数 29年４月期 246株 28年４月期 112株

③ 期中平均株式数 29年４月期 21,550,482株 28年４月期 21,481,602株
　

　

(参考) 個別業績の概要
１．平成29年４月期の個別業績（平成28年５月１日～平成29年４月30日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

事業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年４月期 752 421.6 △401 ― △434 ― △1,335 ―

28年４月期 144 17.2 △1,178 ― △1,287 ― △4,050 ―
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

29年４月期 △61.98 ―

28年４月期 △188.56 ―
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

29年４月期 3,317 2,627 69.6 106.76

28年４月期 4,355 3,935 83.1 168.12

(参考) 自己資本 29年４月期 2,307百万円 28年４月期 3,618百万円
　

　

　

※ 決算短信は監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたって
の注意事項等については、添付資料4ページ「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況②今後の見通
し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　①当期の経営成績

当社グループは主要技術である自己組織化ペプチド技術による医療製品の開発に引き続き注力しており、外科領

域では吸収性局所止血材：TDM-621（以下「本止血材」という。）および粘膜隆起材：TDM-641（以下「粘膜隆起材」

という。）、再生医療領域では歯槽骨再建材：TDM-711（以下「歯槽骨再建材」という。）および創傷治癒材：

TDM-511（以下「創傷治癒材」という。）の事業展開を進めてまいりました。

本止血材

日本：平成27年３月13日の製造販売承認申請の取下げ後、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以下「PMDA」

という。）との間で再度の臨床試験開始に向けた協議を継続しておりましたが、内視鏡的粘膜下層剥離術下の漏出性

出血に対する止血効果等の有効性評価や安全性評価を含めた総合的判断を行うという治験計画を構築し、平成29年

４月11日に臨床試験を開始するための治験計画届をPMDAに提出いたしました。今回の治験計画では、欧州等での吸

収性局所止血材（海外製品販売名「PuraStat®」）の使用実績がある消化器内視鏡治療の領域において、本止血材の

有効性を従来の止血法と比較する試験を実施することとしました。本治験は平成30年４月期第１四半期に開始を予

定しており、治験期間については概ね１年を予定しております。

欧州：平成26年１月14日にCEマーキング指令適合を受けた後、事業収益化に向けてドイツ、フランス、英国等の

主要国を含めたヨーロッパ全域で、有力医療機関をターゲットに代理店(各国別での販売に特化した販売代理店)を

通じた製品販売を開始しております。製品販売に関しては94百万円となり前期と比較し約3.3倍の増加となったもの

の、当期の販売計画（294百万円）比では約32％となりました。販売代理店数が期末時点で30社まで拡大し、ターゲ

ット施設数も200件まで増加しましたが、期末までのターゲット施設数250件の目標に届きませんでした。主要国に

おいて、医療施設における製品の登録（製品購買を開始するための事務手続き）に想定以上の時間を要したことや、

イタリア、スペインでは有力施設において医師からの購買意向は獲得できているものの、公立病院への販売に必要

となる公共入札の開始時期が想定を越えて遅れており、有力施設への販売が開始できなかったこと、また当第４四

半期より売上拡大する計画でしたが、主要国であるドイツの代理店（平成28年11月10日付の適時開示をご参照下さ

い。）において販売が想定通り伸びない結果となったことが要因です。またドイツ、フランス両国では内視鏡領域に

おいては大手の販売代理店と下期に販売代理店契約を締結しましたが、心臓血管外科領域においては国全体をカバ

ーする代理店が稼働していない状況で推移しました。

【欧州提携】

　欧州の広いエリアで製品販売を強化する目的での包括的販売提携については販売パートナー候補先（対象全域に

販売網、プロモーション機能を有する企業）と引き続きパートナーシップに向けて協議を継続しております。本契

約への課題である欧州での更なる販売実績、また販売に直結する臨床上のデータの取得につき引き続き努力を重ね、

契約に向けた協議を進めてまいります。

アジア、オセアニア：CEマーキング採用地域であり、各国で医療機器としての製品登録申請や製品販売に向けた

活動に取り組んでおります。特にオーストラリアをメイン市場に位置付け、前期よりMaquet Australia Pty Ltd

（以下「Maquet社」という。）を通じ製品販売を開始しております。前第４四半期に納入分の製品販売に当第３四半

期まで要したため、当期分の計画への影響が生じ、製品販売に関して販売計画172百万円を見込んでおりましたが、

６百万円（計画比約3.5％）と低調に推移いたしました。なお当地域での販売計画は全体の約60％を占める各販売パ

ートナーとの最低購買量に基づき策定されておりましたが、前期納入分の販売消化の遅延から当期の最低購買契約

に基づく販売を進めることが難しい状況が続きました。販売パートナーも医療施設の開拓に努め前期分の製品販売

を進めているものの、当社と協働でマーケティング活動を強化しても販売に繋がらない状況下であることやその他

の代替案（販売代理店の変更等）も短期間で売上向上に繋がらないことから、現段階で不足分の請求を行い関係性

に影響を与えるよりも、長期的な販売拡大のために良好な関係維持が当社の来期以降の事業価値を高めると判断し、

最低購買量の請求を行わないこととしたためです。

決算短信（宝印刷） 2017年06月14日 17時09分 4ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



株式会社スリー・ディー・マトリックス(7777) 平成29年４月期 決算短信

3

【中国提携】

　平成29年４月４日付でCHINESE PEPTIDE COMPANY, LTD（以下「CPC社」という。）との間で、本止血材の中国での

ライセンス許諾契約（契約一時金450百万米ドル）を締結いたしました。本契約に基づき、CPC社は中国での製品開

発から臨床試験、販売までを全て実施し、当社は技術提供や開発フォローを実施いたします。製品上市後、複数年

に亘り、当社はCPC社よりロイヤリティ収入（CPC社のコマーシャル売上額の一定割合）を受領する予定です。

【韓国の販売承認申請】

　韓国での販売承認取得に向けDaewoong Pharmaceutical Co., Ltd. による当局との審査対応が継続しております。

販売承認取得に伴う契約一時金等50百万を当期に計上予定しておりましたが、当局からのデータ照会/検証等の審査

が継続していることから計上に至りませんでした。早期の販売承認に向け同社の審査対応をサポートするとともに、

平成30年４月期での承認取得に向け協働してまいります。

南米（ブラジル・コロンビア・メキシコ等）：CEマーキング採用地域であり、各国で医療機器としての製品登録

申請や製品販売に向けた活動を進めております。製品登録に関しては前期にブラジル、コロンビア、メキシコで製

品登録承認を取得、製品販売に向けてブラジル、コロンビア、メキシコ、チリで現地の販売代理店と販売契約締結

に至り販売を進めましたが、製品販売に関して販売計画30百万円に対し６百万円（計画比約20％）となりました。

計画策定時に最低購買量や販売代理店の獲得スピード、医療施設への製品導入期間（３～６ヶ月）を見積もってお

り、販売代理店の獲得は概ね進んだものの、ブラジルでの輸入手続きに時間を要し製品供給の遅れが生じ医療施設

への製品導入が遅れたことが主要因となりました。また南米の最低購買量についても未達の場合は不足分の購入代

金の請求が可能で請求後に契約破棄も可能となっており、計画策定時には最低購買量の売上分を全て請求する前提

で販売計画に織り込んでおりました。計画達成に向けて当第４四半期に最低購買量の請求判断をする予定としてい

ましたが、即時の売上には繋がっていないものの、販売代理店も活動を進めていることから、最低購買の請求をせ

ずに来期以降の販売網を維持していくこととしました。

米国：米国国内での臨床試験開始に向け、米国食品医薬品局（以下「FDA」という。）と引き続きプロトコルに関

する協議を進めている状況ですが、協議に時間を要しております。来期にプロトコル設定を再度検討して開発を進

めてまいります。

粘膜隆起材

平成26年12月11日に国内での臨床試験を開始いたしましたが、有効性をより明確にできる試験方法や製材の検討

を実施するために、平成27年２月16日に自主的に臨床試験を一時中断しております。優位性を確立できる製材の検

討を続けておりますが、臨床試験の再開など具体的な開発計画に至っていないため、中期経営計画上も織り込んで

おりません。

歯槽骨再建材

米国での臨床試験で15症例の施術・経過観察が完了し骨形成に良好な結果やデータを得たことから、FDA承認の

後、前第１四半期より次のフェーズでの臨床試験を開始しております。骨形成を確認するため経過観察に時間を要

することから、当期末においても臨床試験を継続しており、今後も製品化に向けた開発を進めてまいります。

創傷治癒材

米国：平成26年10月23日に医療機器の審査プロセスの１つである市販前届510(k)を米国FDAに申請し、平成27年２

月16日に米国FDAより承認を受け販売の許認可を取得しております。他薬剤とのコンビネーション（抗生物質・抗が

ん剤・ヒアルロン酸等との混合投与）による治療効果の増大に向け、熱傷治療、皮膚がん治療を中心に美容整形分

野等で研究を進め、付加価値の高い製品化に向けて取組んでおります。

その他領域

主に国立がん研究センターとの「RPN２標的核酸医薬によるトリプルネガティブ乳がん治療」共同プロジェクトを

実施しており、当社は自己組織化ペプチドA6KをsiRNA核酸医薬のDDS（ドラッグ・デリバリー・システム）として提
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供しておりました。前期に国立がん研究センター、同研究所と共同開発した新規siRNA核酸製剤「TDM-812

（RPN2siRNA/A6K複合体）」を用いた国立がんセンターによる医師主導治験が開始され、現在においても治験が継続

されております。本治験の内容は治療抵抗性の乳がんで体表から触知できる局所腫瘤（かたまり）を有する患者さ

んを対象とした、世界で初めて人へ投与するファースト・イン・ヒューマンの治験です。

　また当社は国立がん研究センターと共同でがん幹細胞に対する治療薬や診断方法の特許を取得しており、同分野

や関連分野の共同研究/共同開発に向けた取り組みを進めております。

このような結果、当連結会計年度の業績につきましては、事業収益面に関しては本止血材の製品販売107,127千円

（欧州：94,302千円、アジア・オセアニア：6,177千円及び南米：6,647千円）、中国における契約一時金508,725千

円となり、事業収益の合計は615,852千円（前年同期比474,017千円増加）となりました。費用面に関しては販売管

理費、研究開発費を含め通期計画の範囲内で推移しており、その結果、経常損失1,270,163千円（前年同期は経常損

失1,935,826千円）、親会社株主に帰属する当期純損失1,392,571千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損

失2,459,327千円）となりました。

なお、当社グループの事業は単一セグメント（医療製品事業）であるため、セグメントごとの記載はしておりま

せん。

　

②今後の見通し

当社グループの次期の見通しについては、下記のとおりとなっております。

現在、自己組織化ペプチド技術を用いた外科領域及び再生医療領域での開発を進め、早期に製品販売等による

事業収益化を目指し取り組んでおります。

外科領域では日本国内の本止血材に関して平成29年４月11日に臨床試験を開始するための治験計画届の独立行

政法人医薬品医療機器総合機構（以下「PMDA」といいます。）への提出を実施しました。内視鏡的粘膜下層剥離

術下の漏出性出血に対する止血効果等の有効性評価や安全性評価を含めた総合的判断を行うという治験計画に

て、当期に治験を開始する予定であり、今後国内での製造販売承認の取得を目指してまいります。

本止血材の海外展開については、欧州、アジア、オセアニア、南米の各国で販売パートナーや販売代理店との

提携を実施し製品販売を進めており、米国では臨床試験の実施に向けたプロトコル協議段階で早期の臨床試験の

開始に向け開発を進めております。

並行して進めているその他パイプラインについては、歯槽骨再建材は米国で臨床試験を実施しており、臨床試

験を完了した際には製造販売承認申請を行い、米国内での製品販売を目指しております。その他では更なるパイ

プライン候補の探求や獲得に向けた各大学や研究機関との共同研究を進め応用技術の獲得に取り組んでおり、

DDS（ドラッグ・デリバリー・システム）分野での開発を含めて実施しております。

　

以上の開発見通しを前提として、次期の事業収益につきましては、本止血材の製品販売売上と契約一時金及び

マイルストーンペイメント（以下「契約一時金等」という。）の計上を計画しております。

（売上・損益）

　 （単位：百万円）

事業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

平成30年４月期
（予想）

304～2,354 △1,675～630 △1,675～630 △1,700～620

事業収益内訳

吸収性局所止血材 その他

合計
製品販売

契約一時金・
マイルストーン

製品販売
契約一時金・
マイルストーン

平成30年４月期
（予想）

304 2,050 0 0 304～2,354
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（注）1.当社グループの事業収益については、各パイプラインの開発計画に即して、業績予想策定の前提条件

に基づき収益計上時期を予測し策定しております。

（注）2.平成30年４月期の業績予想については、事業収益に関して主に本止血材の製品販売を中心に計画して

おり達成可能性の高い製品販売売上を下限とし、本止血材の欧州での販売提携に係る契約一時金獲得

時の事業収益を上限とするレンジ形式による業績予想としております。

業績予想策定の前提条件として事業収益は、本止血材の製品販売と契約一時金等を計画しております。

１．本止血材の製品販売

・対象地域：CEマーキング採用地域の欧州、アジア、オセアニア、中南米、カナダ

・通期販売計画：304百万円（欧州219百万円、アジア、オセアニア65百万円、中南米、カナダ19百万円）

・四半期毎の売上計画：

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

製品販売（計画） 41.6 百万円 70.7百万円 71.9百万円 120百万円

・各地域の前提条件：

欧州

　当期の販売計画は約219百万円を見込んでおります。前期94百万円の販売実績の内、直近の前第４四半期の販

売実績をベースとして欧州全域での各国毎の代理店30社を通じた販売拡大を計画しております。前期は売上額に

ついては少額に留まったものの前々期に比べ約3.3倍と増加傾向にあります。しかしながら、前期の販売計画比

で約32％となったことを踏まえ、当期の販売計画につき達成可能性の高い予想値とすべく精査いたしました。計

画策定時、直近の前第４四半期の売上高が代理店数やターゲット施設等の現況を示すことから、平均月間売上

（約12百万円）の実績値を予想のベースとしております。それに加え、主要国であるドイツ、フランス、英国の

各代理店へのヒアリングを実施（営業規模・医療施設獲得スピード・１施設当たりの売上予測等）し、販売可能

な病院数の増加が見込めることを踏まえ計画値を算定しております。また現時点で主要国において既に約16百万

円分のオーダーを受注しておりますが、スペイン、イタリアについては公共入札が開始されるかどうかで販売開

始への変動が大きいため公立病院への販売は保守的に計画に織り込まないこととしました。また、前期末時点で

稼働している代理店30社、ターゲット施設数200件で計画策定することとし、当期契約見込みの代理店分につい

ては販売への寄与が想定されるものの、慎重に判断し販売計画に織り込んでおりません。ただし、今後の動向を

確認していく中で、製品登録が想定以上に進んだ際、またはその他変動要因が生じた際に、通期予想への影響が

生じる場合には速やかに計画を変更してまいります。

アジア、オセアニア

　当期の販売計画は65百万円を見込んでおります。当期も主要国としてオーストラリアでの販売拡大に注力して

まいりますが、前期の反省を踏まえ各販売パートナーへの最低購買量を計画から除くこととし、韓国分も販売承

認の取得時期に変動要素があることから、製品販売については計画に含めないこととしました。現時点でオース

トラリアではマッケ社より既に約36百万円分のオーダーを受注（第１四半期と第２四半期に納品）していること

や、マレーシア及びインドネシアでは前期半年間の各販売パートナーにおける平均販売本数をそのままに設定す

るなど確度の高い計画としております。また主要国であるオーストラリアでは既に5つの都市において営業活動

を開始しており、当期末までに販売先の病院施設数及び医師の増加や、対象領域も一般外科分野から心臓外科、

内視鏡手術分野への拡大による販売増加も見込まれますが、その他の不確定要素は取り除き保守的に計画するこ

とといたしました。今後の状況は販売動向を見つつ、通期予想への影響が生じる場合には速やかに計画を変更し

てまいります。

中南米、カナダ

　当期の販売計画は19百万円を見込んでおります。主要国であるブラジルの本格的な販売開始を見込んでおりま

すが、前期の反省を踏まえ各販売パートナーへの最低購買量を計画から除いた計画としております。各販売パー

トナーや各代理店へのヒアリング（営業規模・医療施設獲得スピード・１施設当たりの売上予測等）及び新規代

理店への初期製品ロット数の交渉を実施し、施設数の積み上げによって算定しております。特にブラジルにおい
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ては既に約2.5百万円分のオーダーを受注していることや、代理店数も前第２四半期の１社から当期５社と拡大

しており、期初より代理店が稼働することから当期は販売増加を見込んでおります。また新たにカナダでのCEマ

ーキングの登録承認や製品販売を予定しておりますが、承認時期に変動要素があるため、販売計画に織り込んで

おりません。

２．本止血材の契約一時金等

　契約一時金等の内、2,000百万円を欧州での販売提携に伴う一時金、50百万円を韓国での販売承認取得に伴う

一時金として計画しております。欧州契約に関してはパートナー候補先との交渉を継続しており、一時金の算定

は他社事例との比較や当社の過去実績との比較等の複数の算定方式を検討した中で、日本・アジアでの過去実績

をベースに、前期末での中国でのライセンス許諾契約を考慮し、対象地域の市場規模・製品バリュー・想定シェ

ア・リスク等を勘案して契約一時金等の総額としております。欧州での更なる販売実績、また販売に直結する臨

床上のデータの取得が提携候補先との契約締結に向けた課題となっておりますが、パートナー候補先3社と使用

実績や製品販売動向の協議も進めており、当期での契約締結を目指しております。韓国での販売承認に関して

は、韓国当局の審査が継続している状況でありますが、照会事項の対応など審査過程を進めていることから、当

期中での承認取得を予定しております。ただし、上記については相手先との交渉状況や当局との審査状況などに

も影響されることから平成31年４月期への変動可能性を考慮し、レンジ形式での通期予想の上限としておりま

す。

３．費用見通し

　 売上原価は134百万円を計画しており、ペプチド原材料や委託製造費等の積み上げにより算定を行っており

ます。前期101百万円に対し増額予定ですが、この要因としては製品売上の増加計画に伴う変動であります。た

だし、前期と比較して製品販売量の増加予測により粗利率は向上する予定です。研究開発費は496～753百万円を

計画しており、下限の496百万円は主に本止血材の日本での治験費用と歯槽骨再建材の治験費用（米国）ですが、

開発進展次第ではEUの次世代止血材の治験及び関連費用を加えた上限値を見込んでおります。販売費及び一般管

理費等は1,094百万円を計画しており、各費用における過去の実績金額を勘案し、今後の事業計画に即して見積

もり金額を算出しております。

以上の結果、当社グループの次期（平成30年４月期）の連結業績見通しにつきましては本止血材の製品販売を

中心に計画した連結業績予想としております。

（２）当期の財政状態の概況

　①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における総資産は、3,423,643千円（前連結会計年度末比1,036,331千円減少）となりまし

た。

流動資産につきましては、3,388,180千円（同1,034,020千円減少）となりました。これは主に、現金及び預金

の減少1,764,650千円によるものです。

固定資産につきましては、35,463千円（同2,310千円減少）となりました。これは主に、投資その他の資産に

含まれる長期前払費用の減少1,292千円によるものです。

負債につきましては、816,300千円（同292,004千円増加）となりました。これは主に、流動負債に含まれる短

期借入金の増加250,000千円によるものです。

純資産の部につきましては、2,607,343千円（同1,328,333千円減少）となりました。これは主に、親会社株主

に帰属する当期純損失による利益剰余金の減少1,392,571千円によるものです。

　 ②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1,558,360千

円減少し、1,747,624千円となりました。

当連結会計年度のキャッシュ・フローの概況は以下の通りです。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動の結果、減少した資金は1,887,017千円となりました。これは主に、税金等調

整前当期純損失1,391,361千円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動の結果、得られた資金は68,540千円となりました。これは主に、長期前払費

用の取得による支出115,420千円がある一方、定期預金の払戻による収入206,290千円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動の結果、得られた資金は256,671千円となりました。これは主に、短期借入金

の純増減額250,000千円によるものであります。

　

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成25年４月期 平成26年４月期 平成27年４月期 平成28年４月期 平成29年４月期

自己資本比率(％) 67.3 70.5 88.7 81.1 66.8

時価ベースの自己資本比率
(％)

2,814.9 1,760.5 473.2 499.9 448.3

キャッシュ・フロー
対有利子負債比率(％)

△130.3 △50.1 △12.0 △14.6 △23.8

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

△85.7 △145.8 △226.1 △315.2 △312.4

　自己資本比率：自己資本／総資産

　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

　（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

　（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

　（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としています。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は年１回の期末配当の実施及び利益に応じて中間配当を実施していくことを基本方針としております。しか

しながら、当社は、未だ医療製品の開発に向け継続的に研究開発活動の実施へ資金を充当する段階であり、設立以

来配当を実施しておらず、また、第13期連結会計年度末においても配当可能な状況にありません。今後も当面は研

究開発活動へ資金を優先的に充当していく予定であり、株主に対する利益還元については重要な経営課題と認識し

ておりますが、累積損失が処理された段階において、財務状態及び経営成績を勘案しつつ配当の実施について検討

する所存であります。

また、当社の配当決定機関は株主総会でありますが、中間配当につきましては会社法第454条第５項に定める中

間配当を取締役会決議で行うことができる旨を定款に定めております。

（４）事業等のリスク

以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を

記載しております。

当社グループとしては、必ずしも事業展開上のリスク要因に値しないと考えられる事項についても、投資判断

上、重要と考えられるものについては、投資者への積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、これら

のリスクを認識した上で、その回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式への投資判断は、

本項及び本項以外の記載も併せて慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。また、以下の記載は

当社グループに関連するリスクの全部を網羅したものではないことにご留意いただく必要があります。

なお、本文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

①医療製品事業に関するリスク

Ａ医薬品医療機器等法等の法的規制に関する事項

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律（以下「医薬品医療機器等法」」という）

は医薬品及び医療機器等の有効性及び安全性を確保することを目的としています。医薬品医療機器等法上、医療

機器を製造・販売するためには、所管の都道府県知事より医療機器製造販売業許可を取得する必要があり、また、

個別製品ごとに所轄官庁の承認又は認証を得ることが必要となります。

当社は、平成22年８月18日に、東京都知事より第一種医療機器製造販売業許可を取得して（平成27年７月に更

新、有効期限平成32年８月17日）、医療機器の研究開発を行い、製造・販売に向け事業活動を行っています。当

社グループでは、医薬品医療機器等法その他の関連法規の遵守に努めており、事業の進捗に合わせて社内の体制

の整備にも取り組んで参りました。しかしながら、第一種医療機器製造販売業許可については、当社に医薬品医

療機器等法その他薬事に関する法令若しくはこれに基づく処分に違反する行為があったとき、又は当社若しくは

当社の役員が医薬品医療機器等法第12条の２第３号の準用する同法第５条第３号に掲げる事由に該当するに至っ

たときには、当該許可が取り消される可能性があり（同法第75条第１項）、その場合、当社グループの財政状態

や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性が否定できません。

また当社は、先行パイプラインである本止血材について、平成27年３月13日の製造販売承認申請の取下げ後、

PMDAとの間で再度の臨床試験開始に向けた協議を継続しておりましたが、内視鏡的粘膜下層剥離術下の漏出性出

血に対する止血効果等の有効性評価や安全性評価を含めた総合的判断を行うという治験計画を構築し、平成29年

４月11日に臨床試験を開始するための治験計画届をPMDAに提出いたしました。前回の製造販売承認申請に至る過

程において、当社では本止血材について、PMDAのガイドラインに従ったＧＬＰ安全性試験を実施した後に、平成

22年１月よりヒトでの臨床試験を実施し、平成23年４月までに実施された全97症例について、因果関係を否定で

きない重篤な不具合及び副作用等の有害事象は検出されませんでした。

今後は、適切なプロトコルにしたがって臨床試験を進めていきますが、現時点で想定される止血効果の有効性

を従来の止血法との間で認められない場合や、医薬品医療機器等法その他の関連法規に大きな変更が生じた場合

等には、本止血材について日本における製造販売承認が取得できなくなり、当社グループの財政状態や経営成績

に重大な影響を及ぼす可能性が否定できません。

また、本止血材について日本における製造販売承認が得られたとしても、本止血材が、その申請に係る効能、

効果若しくは性能を有すると認められないとき等は当該承認が取り消されることとなり（医薬品医療機器等法第

74条の２第１項）、また、当社が同法74条の２第３項に掲げる事由に該当する場合には、当該承認が取り消され
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る可能性があります。かかる製造販売承認の取消がなされた場合は、当社グループの財政状態や経営成績に重大

な影響を及ぼす可能性が否定できません。

　

Ｂ収益の不確実性に関する事項

止血材は外科手術において幅広く使用され、手術件数や適応症例数も安定的に推移しており、本止血材につい

ては製品化後に安定した需要が見込まれます。また、医薬品医療機器等法により生物由来製品の安全管理が厳し

くなったことから、人工合成物であり安全性が高い本止血材は、既存製品と十分差別化できるものと考えており

ます。しかしながら、現在、日本においては治験計画届を提出し、新たな臨床試験を開始する前の段階であり、

今後、想定する止血効果が新たな臨床試験で認められないため製造販売承認を取得できない場合や、製造販売承

認が得られたとしても本止血材について保険収載が否定されたり、保険収載価格が想定価格と乖離が生じる場合

があり得ます。

また、本止血材は、欧州、アジア・オセアニア・南米地域において製品販売を開始しておりますが、各地域で

の法的規制その他の関連法規に大きな変更が生じた場合に、本止血材の販売実施ができなくなる可能性があるこ

とは否定できません。

さらに、韓国においても製品登録承認申請を行っておりますが、同国での法的規制その他の関連法規に大きな

変更が生じた場合や、審査の結果として、適応手術領域より狭い範囲でしか承認を取得できなかったり、同製品

の有効性・安全性が認められず、承認が取得できない可能性があることは否定できません。

これらの事象が生じた場合には、当社グループの販売計画に影響を与える可能性があり、当社グループの財政

状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

Ｃ特定の契約先からの事業収益への依存に関する事項

当社グループの事業収益は、本止血材のグローバルな製品販売と契約一時金等を中心としておりますが、日本

においては扶桑薬品工業株式会社への依存度が高くなっております。そのため、扶桑薬品工業株式会社との契約

が解除その他の理由で終了した場合や、何らかの理由により同契約で予定されている収益が得られなくなった場

合には、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼすこととなります。

また、安定的製品売上まで当社グループの日本における主な事業収益は、本止血材に関する契約一時金・マイ

ルストーンペイメントであります。そのため、仮に本止血材の製造販売承認や保険収載が取得できなかったり、

計画通りに進展しなかった場合には、同収益が獲得できず、または獲得が遅れることとなり、当社グループの財

政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

Ｄ重要な契約に関する事項

当社グループの事業展開上、重要な契約が解除された場合、不利な契約改定が行われた場合や契約期間満了後

に契約が継続されない場合は、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

Ｅ製造・販売に関する事項

当社グループは、伊藤忠ケミカルフロンティア株式会社との間で業務提携契約を締結し、自己組織化ペプチド

技術製品の原材料の調達先や、製剤の業務委託先の選定、販売提携先の選定に関し業務提携を行っています。当

社グループは、ペプチド原材料について、複数社に対し製造を委託しています。また当社は、本止血材について、

扶桑薬品工業株式会社との間で製造委受託契約を締結しておりますが、今後、複数の海外企業に対し、製造の委

託をすることを予定しています。

このように、当社グループでは、本止血材の製造販売承認取得後の製品供給体制を強化するため、バックアッ

プ体制の構築に取り組んでおりますが、想定外の事故なども含め原材料の供給や委託製造に遅れが生じる事態に

なった場合には、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を与える可能性があります。

また、日本における本止血材の販売については、扶桑薬品工業株式会社との間で独占販売権許諾契約を締結し

ております。同社との契約においては、同社に最低購入義務が課せられておりますが、何らかの理由で同社が同

義務を果たさない場合、当社グループの販売計画に影響を与える可能性があり、当社グループの財政状態や経営

成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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Ｆ製造物責任に関する事項

医療製品の設計、開発、製造及び販売には、製造物責任賠償のリスクが内在しております。

当社グループにおいては、製品の基礎となる自己組織化ペプチド技術を利用した本止血材について、ヒトでの

臨床試験を実施済みであり、実施した全97症例において、因果関係を否定できない重篤な不具合及び副作用等の

有害事象は検出されておりません。また、当社グループは欧州及びアジア・オセアニア地域において本止血材の

販売を開始しており、同製品は規制当局の基準に基づく当社グループの品質管理基準にしたがって製造販売され

ております。しかしながら、今後、本止血材を含む当社グループが開発した医療製品が患者の健康被害を引き起

こす可能性は否定できず、また、治験、製造、販売において不適当な点が発見された場合には、当社グループが

製造物責任を負う可能性があることは否定できません。製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、

当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、このような事例において結果として当社グループの過失が否定されたとしても、製造物責任に基づく損

害賠償請求等がなされたこと自体によるネガティブ・イメージにより、製品に対する信頼、ひいては当社グルー

プの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

Ｇ止血材以外の医療製品に関する事項

当社グループでは、歯槽骨再建材について、当社子会社が平成23年７月にＦＤＡからＩＤＥの承認を得て、米

国において平成24年２月に臨床試験を開始しております。しかしながら、臨床試験の結果、同製品の有効性・安

全性が認められなかった場合には、同製品の製造販売を実施することができず、当社グループの事業戦略や経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

粘膜隆起材については、当社が平成26年12月より臨床試験を開始しておりましたが、臨床試験症例において、

前臨床試験の結果より想定した有効性に対して十分な結果が得られない傾向にあることから、試験方法及び製剤

の開発等を検討するために、臨床試験を自主的に一時中断しております。今後、十分な有効性が認められる試験

方法及び製剤の開発が順調に進まない場合には、同製品の事業化が進展せず、当社グループの事業戦略や経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループでは、外科領域において血管塞栓材ＴＤＭ-631の研究開発を行っております。しかしなが

ら、いまだ研究開発段階であり、今後の研究開発が計画どおりに進む保証はなく、事業化が順調に進展しない場

合には、当社グル―プの事業戦略、ひいては財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

上記の歯槽骨再建材、粘膜隆起材、血管塞栓材は、いずれも本止血材と同じ配列（ＲＡＤＡ16）の自己組織化

ペプチド技術を基礎としているものです。そして、本止血材については、既にヒトへの臨床試験を実施しており、

実施した全97症例について因果関係を否定できない重篤な不具合及び副作用等の有害事象は検出されておりませ

ん。そのため、これらの製品についても、今後の臨床試験の結果、その有効性が認められれば、所轄官庁の承認

または認可を受けられない可能性は低いものと思われます。しかしながら、当該技術自体の安全性に疑問が生じ

ることとなった場合や、医薬品医療機器等法その他の関連法規に大きな変化が生じた場合には、これらの製品に

ついて承認または認可が取得できなくなり、当社グループの事業戦略、ひいては財政状態や経営成績に重大な影

響を及ぼす可能性が否定できません。

ＤＤＳ領域においては、主に医薬品の研究開発を行っております。医薬品の場合には、医療機器と比べ臨床試

験が多段階に設定されていることから、承認申請に至るまでのプロセスが長期に亘り、また、不確定な要素が多

くなるため、当社グループの想定どおりに研究開発が進まない場合には、当社グループの事業戦略、ひいては財

政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

Ｈ研究開発活動に関する事項

当社グループは、マサチューセッツ工科大学（以下「ＭＩＴ」という。）からライセンスされている自己組織化

ペプチド技術に関する基本特許群（下記「②知的財産権・訴訟等に関するリスク」において定義する。）の上に応

用技術を構築し、新しい医療製品を開発することを目指しております。提出日現在までに、当社グループは日米

約100の研究機関と共同研究を実施し、心筋再生技術、肝細胞培養技術、膵島細胞培養/移植技術などの分野では

特許出願またはその準備を行っており、その他多数の分野において論文発表が行われております。当社グループ

では、現在の主要なパイプラインに続く次の事業化候補として、これらの応用技術から、（a）創傷治癒、心筋再

生、軟骨/椎間板再生など細胞を用いない再生治療、（b）埋め込み型人工膵臓治療、体外型人工肝臓治療など細
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胞を用いるが体内埋植しない治療法、さらに（c）膵島移植治療、脊椎損傷治療など細胞を体内埋植する治療法、

（d）ＢＭＰなどタンパク製剤やペプチド製剤、核酸などのＤＤＳなど、新しいパイプラインが開発計画に組み込

まれる可能性があると見込んでおります。これらの事業化候補については、現在は基礎研究段階であり事業計画

に織り込まれておりませんが、事業化が順調に進展しない場合、将来の重要なアップサイドポテンシャルを失う

可能性があります。

　

②知的財産権・訴訟等に関するリスク

Ａ特許の取得状況等に関する事項

当社グループは、下表に記載の自己組織化ペプチド技術にかかる物質特許及び当該物質特許を利用した基本的

な用途特許（以下これらを併せて「基本特許群」という。）につき、当社子会社がＭＩＴより専用実施権（再許諾

権付）の許諾を受け、当社が当社子会社より実施権の再許諾を受けており、また当社グループにて特許出願して

おります。

当社は、下記のＭＩＴを権利者とする自己組織化ペプチド特許（出願国：米国）について、自己組織化ペプチ

ド応用技術に係るＭＩＴ出身の研究者により設立されたバイオベンチャー企業であるARCH Therapeutics, Inc.社

と、非独占的なサブライセンス契約を締結しておりました。しかしながら、米国ARCH Therapeutics, Inc.社の現

在の事業展開の進展状況より、現時点において当社グループと競合するおそれは低いものと考えておりますが、

将来的な競合の可能性は否定できません。

基本特許群は自己組織化を起こしハイドロゲルを形成する主なペプチド群をカバーしており、国、地域により

ばらつきはあるものの、日本においては既に登録済みとなっております。しかしながら、基本特許群のうち、現

在登録に至っていないものについては、最終的に登録に至らない可能性があり、その場合には当社グループの将

来の事業を完全に保護することができない可能性があります。また、当社グループの事業を包含するバイオマテ

リアル関連産業においては、日々研究開発活動が繰り広げられており、当社グループの技術を超える優れた技術

が開発されることにより、基本特許群が淘汰される可能性は否定できません。

また、当社グループは基本特許群を用いて多数の研究機関と応用技術にかかる共同研究を行っており、主要な

パイプラインに関するもの以外についても既に複数の用途特許について共同出願しておりますが、すべての特許

について登録に至るとは限りません。これらの特許が成立しなかった場合、当社グループの将来の事業を完全に

保護することができない可能性があります。

　

Ｂ訴訟等に関する事項

当社グループは、自己組織化ペプチド技術を用いた製品開発を行う限りにおいて、第三者の特許権等の知的財

産権を侵害する可能性は極めて低いと考えております。また、当社グループは第三者の知的財産権に関する調査

を随時行っており、提出日現在において、当社グループの事業活動が第三者の知的財産権に抵触している事実は

なく、第三者との間で訴訟やクレームといった問題が発生したという事実もありません。しかし、当社グループ

は、今後多岐に渡る事業展開を考えていることから、かかる知的財産権侵害の問題を完全に回避できない可能性

があります。将来、当社グループの事業活動が第三者の知的財産権を侵害しているとして損害賠償請求等の訴訟

を提起された場合には、解決に多大な時間及び経費を要するおそれがあり、当社グループの事業戦略、財政状態

や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。また、知的財産権以外にも事業活動に付随するその他の訴

訟を提起される可能性があり、訴訟等の内容および結果によっては、当社グループの業績や財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

また、このような事例において結果として当社グループの責任が否定されたとしても、知的財産権侵害に基づ

く損害賠償請求等がなされたこと自体によるネガティブ・イメージにより、製品に対する信頼に影響が生じ事業

活動に影響を与え、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

決算短信（宝印刷） 2017年06月14日 17時09分 13ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



株式会社スリー・ディー・マトリックス(7777) 平成29年４月期 決算短信

12

＜基本特許群に係る特許権の状況＞

製品・パイプライン 対象発明の名称 登録番号 出願国 権利者

物質特許

吸収性局所止血材

粘膜隆起材

血管塞栓材

歯槽骨再建材

創傷治癒材

PuraMatrix

高純度ペプチド組成物 第5730828号 日本

（登録）

3-D

Matrix,

Inc.WO 06/014570 米国

（出願中）

欧州

（出願中）

組織閉塞剤 第5922749号 日本

（登録）

当社

WO 10/041636 米国

（出願中）

欧州

（出願中）

用途特許

歯槽骨再建材

PuraMatrix

自己組織化ペプチド細胞培養法 US 5955343 米国

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

軟骨細胞培養法

US 7449180 米国

（登録）

ＭＩＴ

EP 1367961 欧州

（登録）

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

修飾ペプチド物質特許

US 7713923 米国

（登録）

ＭＩＴ

US 8901084 米国

（登録）

PuraMatrix 自己組織化ペプチド神経再生法 US 7846891 米国

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

3次元細胞培養

第5057629号 日本

（登録）

ＭＩＴ

CA 2344954 カナダ

（登録）

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

修飾ペプチド細胞培養法

第5057781号 日本

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

心筋組織再生法

EP 2089047 欧州

（登録）

3-D Matrix,

Inc.

第5558104号

第5903068号

日本

（登録）

US 9012404 米国

（登録）

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

細胞培養法及び細胞培養物

第5263756号 日本

（登録）

岡山大学、

当社

US 8647867 米国

（登録）

US 8697438 米国

（登録）

創傷治癒再建材

　PuraMatrix

自己組織化ペプチド

創傷治癒・皮膚再建材

第5497451 日本

（登録）

当社

EP 2229960 欧州

（登録）

決算短信（宝印刷） 2017年06月14日 17時09分 14ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



株式会社スリー・ディー・マトリックス(7777) 平成29年４月期 決算短信

13

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

トランスフェクション剤

EP 2322608 欧州

（登録）

日本医科大

学、当社

第5606318号 日本

（登録）

US 9133484 米国

（登録）

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

界面活性剤様ペプチド ナノ構造

US 7179784 米国

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix

DDS

がん幹細胞の治療、予防および

診断のための方法および組成物

第5891173号 日本

（登録）

国立がん研

究センター、

当社EP 2606909 欧州

（登録）

PuraMatrix

DDS

マイクロRNAによる骨肉腫の診断

方法

US 9322016 米国

（登録）

国立がん研

究センター、

当社

③経営成績、財務状況等に関するリスク

Ａ業績の推移に関する事項

当社は、日本における本止血材に関し、扶桑薬品工業株式会社と独占販売権許諾契約を締結し、その製品開発

においては製造販売承認申請を一旦取下げ、新たに臨床試験を実施し再度製造販売承認申請を行う計画でありま

す。そのため日本における製品の売上による事業収益は計上しておりません。現在までの事業収益は、主に上記

を含む過去に締結した販売提携契約に基づく収益および海外での本止血材の製品売上および販売提携に基づく収

益であり、また、平成24年４月期を除き研究開発活動に伴う費用計上が収益を上回り、営業損失、経常損失、当

期純損失を計上しております。このため、過年度の財務経営指標は、当社の期間業績比較及び将来の業績を予測

する材料としては不十分な面があります。

　

Ｂマイナスの利益剰余金を計上していることに関する事項

当社グループは研究開発型企業であり、医療製品が販売されるまでには研究開発費用が先行して計上されるこ

ととなります。そのため、第13期連結会計年度末においてマイナスの利益剰余金を計上しております。現時点に

おける当社グループの開発製品は医療製品の中でも医療機器として製造承認の取得を目指しており、医薬品と比

べて開発に要する費用と期間は格段に少なくなることを想定しております。計画どおりに研究開発を推進するこ

とにより、早期の利益確保を目指しております。しかしながら将来において、事業計画どおりに進展せず、当期

純利益を獲得できない可能性及び利益剰余金がプラスとなる時期が遅れる可能性があります。

　

Ｃ重要事象等に関する事項

当社グループは研究開発費用が先行して計上されることから、継続して営業損失及びキャッシュ・フローのマ

イナスを計上しております。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在している

と認識しておりますが、当該状況を解消又は改善するための対応策を講じることにより、継続企業の前提に重要

な不確実性は認められないものと判断しております。当該状況を解消又は改善するための対応策は、「（５）継

続企業の前提に関する重要事象等」に記載しております。

　

Ｄ税務上の繰越欠損金に関する事項

当社グループには、提出日現在において多額の税務上の繰越欠損金が存在しております。そのため繰越欠損金

の期限が切れた場合には、課税所得の控除が受けられなくなります。そうした場合、通常の法人税率に基づく法

人税、住民税及び事業税が計上されることとなり、当期純利益及びキャッシュ・フローに影響を与える可能性が

あります。

　

Ｅ資金繰りに関する事項

当社グループは研究開発型企業であり、今後もパイプラインの開発費用が先行して発生します。事業提携やラ

イセンスアウト等の契約の獲得、多様な資金調達等による資金確保に努めております。提出日現在において行使
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価額修正条項付き第17回新株予約権を発行しており、本新株予約権が行使されることによる資金調達が進んだ場

合には財政基盤も安定する見込みですが、新株予約権の行使条件の制約やその他理由等により計画通りに資金調

達が進まない場合、また事業計画どおりに進展しない場合には資金不足となり、事業継続に重大な影響を与える

可能性があります。

　

Ｆ配当政策に関する事項

当社グループは、創業から平成23年４月期までは当期純損失を計上しており、利益配当は実施しておりません。

また、第13期連結会計年度末においても、1,392,571千円の当期純損失を計上しており、累積損失が処理された段

階において財政状態及び経営成績を勘案しつつ利益配当についての方針を検討する所存であります。

　

④組織に関するリスク

Ａ業歴が浅いことに関する事項

当社は平成16年５月に設立された社歴が浅い会社であり、期間業績比較を行うには十分な財務数値が得られま

せん。また研究開発型企業であり、平成27年４月期に本止血材の海外での販売を開始しましたが、事業ステージ

はいまだ先行投資の段階にあります。このため、事業の特性を踏まえると、過年度の経営成績だけでは、今後の

業績を予想する材料としては不十分な面があります。

　

Ｂ小規模組織に関する事項

当社グループは平成29年４月末日現在、親会社で取締役５名、監査役３名、従業員13名の計21名体制、子会社

で取締役７名（内３名は親会社役員が兼務）、従業員25名の計32名体制の小規模組織であります。当社グループ

では、業務遂行体制の充実に努めておりますが、小規模組織であり、内部管理体制も規模に応じたものとなって

おります。当社グループでは、今後の事業拡大に向け組織体制の一層の充実を図ってまいりますが、適切な組織

体制の構築ができない場合には、経営効率に影響を及ぼす可能性があります。一方、急激な規模拡大は固定費の

増加につながり、当社グループの財政状態と経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

Ｃ特定の人物への依存に関する事項

当社グループの事業推進者は、当社代表取締役である岡田淳であります。前代表取締役より経営戦略、開発戦

略の決定、事業計画の策定、管理業務における責任を承継しており、グループの経営推進者として大きな影響力

を有しております。このため、当社グループでは過度に依存しない体制を構築すべく、経営組織の強化を図って

おりますが、当面は依存度が高い状態で推移すると見込まれます。そのため、代表取締役が何らかの理由で業務

を継続することが困難になった場合には、事業戦略や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

Ｄ人材の確保及び育成に関する事項

当社グループの競争力の核は研究開発力、事業企画力にあるため、専門性の高い研究者等の人材の確保が不可

欠であり、事業拡大を支えるために営業、製造、内部管理等の専門人材も必要となってきております。当社グル

ープでは、優秀な人材の確保及び社内人材の育成に努めておりますが、人材の確保及び育成が計画どおりに進ま

ない場合には、当社グループの財政状態と経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

⑤その他

Ａ調達資金の使途に関する事項

当社は、増資等による調達資金の使途については、当初の方針通り研究開発資金に充当しておりますが、環境

変化による予測不可能な技術革新や研究開発活動の長期化など投資効果をあげられる保証はありません。このよ

うな場合、投資家の期待している収益に結び付かない可能性があります。

　

Ｂ新株予約権の行使による株式価値の希薄化に関する事項

当社はストック・オプション制度を採用しております。既に発行されたストック・オプションには、旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を付与する方式により株主総会にて決議されたもの、会社

法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を付与する方式により株主総会にて決議されたものが
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あります。また主に研究開発への投資資金として金融機関に対して行使価額修正条項付き第17回新株予約権を発

行しております。これらの発行済みの新株予約権が全て行使された場合の潜在株式数は、合計3,149,400株（平成

29年５月末日現在）となり、この潜在株式数と当社の発行済株式数21,615,200株（平成29年４月末日現在）とを

合計した数24,764,600株に対し12.7％を占めております。これらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社

の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。また当社は今後も優秀な人材確保のために、同様のイ

ンセンティブを継続して実施していくことを検討しております。従いまして、今後付与される新株予約権の行使

が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値はさらに希薄化する可能性があります。

　

Ｃ為替に関する事項

当社グループの取引のうち、自己組織化ペプチド技術製品の原材料の製造委託および海外での製品販売につい

ては、主に外貨建での決済が行われておりますが、当社グループにおいては特段の為替リスクヘッジは行ってお

りません。そのため、予想以上に為替相場の変動が生じた場合には、当社グループの業績はその影響を受ける可

能性があります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

「（４） 事業等のリスク ③経営成績、財務状況等に関するリスク Ｃ重要事象等に関する事項」に記載のとお

り、当社グループは研究開発費用が先行して計上されることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在していると認識しております。

当該重要事象等を解消又は改善するために、当社グループは医療製品事業においてグローバルに展開している吸

収性局所止血材の製品販売による売上収入を計上し、主に欧米・アジア・南米地域における販売権許諾等の契約一

時金やマイルストーンペイメント収入を獲得してまいります。また親子会社間での研究開発において基礎研究の共

有・効率化も進んでいることから、業務効率化による諸経費の節減等にも注力し販売費及び一般管理費の圧縮にも

取り組むことで収益構造を改善し、重要事象等の解消に向け取り組んでまいります。

また当社グループの研究開発及び事業活動を進めるに際しての事業資金は十分に確保しておりますが、平成29年

４月に金融機関に対し行使価額修正条項付き第17回新株予約権（第三者割当）の発行決議をするなど、財務基盤の

拡充に向けて新たな資金調達手段も実行しております。その他でも機動的な資金調達が行えるように各取引銀行と

の間で借入コミットメントライン契約及び借入枠の設定も継続して更新しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、IFRS（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であ

ります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当連結会計年度
(平成29年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,512,274 1,747,624

売掛金 89,159 582,396

たな卸資産 711,926 814,327

前渡金 20,458 215,041

その他 88,381 84,726

貸倒引当金 - △55,936

流動資産合計 4,422,200 3,388,180

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,978 7,978

減価償却累計額及び減損損失累計額 △7,978 △7,978

建物及び構築物（純額） - -

機械装置及び運搬具 27,553 28,180

減価償却累計額及び減損損失累計額 △27,553 △28,180

機械装置及び運搬具（純額） - -

工具、器具及び備品 53,644 58,985

減価償却累計額及び減損損失累計額 △53,644 △58,985

工具、器具及び備品（純額） - -

リース資産 64,000 64,000

減価償却累計額及び減損損失累計額 △64,000 △64,000

リース資産（純額） - -

有形固定資産合計 - -

無形固定資産 - -

投資その他の資産

長期前払費用 1,292 -

敷金 16,956 17,379

その他 19,524 18,084

投資その他の資産合計 37,773 35,463

固定資産合計 37,773 35,463

資産合計 4,459,974 3,423,643
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当連結会計年度
(平成29年４月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 200,000 450,000

リース債務 13,993 -

未払金 219,320 262,578

未払費用 52,020 55,100

未払法人税等 23,064 29,357

その他 15,898 19,264

流動負債合計 524,296 816,300

負債合計 524,296 816,300

純資産の部

株主資本

資本金 5,942,809 5,955,311

資本剰余金 5,932,679 5,945,178

利益剰余金 △8,245,880 △9,638,451

自己株式 △59 △153

株主資本合計 3,629,549 2,261,885

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △10,908 25,904

その他の包括利益累計額合計 △10,908 25,904

新株予約権 317,036 319,552

純資産合計 3,935,677 2,607,343

負債純資産合計 4,459,974 3,423,643
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年５月１日
　至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

事業収益

売上高 96,475 107,127

研究開発事業収益 45,359 508,725

事業収益合計 141,835 615,852

事業費用

売上原価 120,144 101,532

研究開発費 661,479 469,535

販売費及び一般管理費 1,181,673 1,285,262

事業費用合計 1,963,298 1,856,330

営業損失（△） △1,821,463 △1,240,478

営業外収益

受取利息 7,934 5,009

その他 1,193 1,603

営業外収益合計 9,128 6,612

営業外費用

支払利息 4,644 6,040

支払手数料 3,975 2,339

為替差損 114,487 27,847

株式交付費 319 70

その他 65 -

営業外費用合計 123,491 36,297

経常損失（△） △1,935,826 △1,270,163

特別利益

新株予約権戻入益 58,462 13,764

特別利益合計 58,462 13,764

特別損失

減損損失 450,493 134,962

のれん償却額 134,167 -

特別損失合計 584,661 134,962

税金等調整前当期純損失（△） △2,462,025 △1,391,361

法人税、住民税及び事業税 1,470 1,210

法人税等調整額 △4,167 -

法人税等合計 △2,697 1,210

当期純損失（△） △2,459,327 △1,392,571

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △2,459,327 △1,392,571
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年５月１日
　至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

当期純損失（△） △2,459,327 △1,392,571

その他の包括利益

為替換算調整勘定 12,121 36,813

その他の包括利益合計 12,121 36,813

包括利益 △2,447,206 △1,355,757

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △2,447,206 △1,355,757

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成27年５月１日 至 平成28年４月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,930,207 5,920,077 △5,786,552 △59 6,063,673

当期変動額

新株の発行 12,601 12,601 25,203

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△2,459,327 △2,459,327

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 12,601 12,601 △2,459,327 - △2,434,124

当期末残高 5,942,809 5,932,679 △8,245,880 △59 3,629,549

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 △23,029 △23,029 340,880 6,381,523

当期変動額

新株の発行 25,203

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△2,459,327

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

12,121 12,121 △23,843 △11,722

当期変動額合計 12,121 12,121 △23,843 △2,445,846

当期末残高 △10,908 △10,908 317,036 3,935,677
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当連結会計年度(自 平成28年５月１日 至 平成29年４月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,942,809 5,932,679 △8,245,880 △59 3,629,549

当期変動額

新株の発行 12,502 12,499 25,001

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△1,392,571 △1,392,571

自己株式の取得 △94 △94

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 12,502 12,499 △1,392,571 △94 △1,367,663

当期末残高 5,955,311 5,945,178 △9,638,451 △153 2,261,885

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 △10,908 △10,908 317,036 3,935,677

当期変動額

新株の発行 25,001

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△1,392,571

自己株式の取得 △94

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

36,813 36,813 2,516 39,329

当期変動額合計 36,813 36,813 2,516 △1,328,333

当期末残高 25,904 25,904 319,552 2,607,343
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年５月１日
　至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △2,462,025 △1,391,361

減価償却費 43,960 486

減損損失 450,493 134,962

貸倒引当金の増減額（△は減少） - 55,936

のれん償却額 186,667 -

受取利息 △7,934 △5,009

支払利息 4,644 6,040

前受金の増減額（△は減少） - 2,068

為替差損益（△は益） 58,644 38,119

株式交付費 319 70

株式報酬費用 35,994 17,880

新株予約権戻入益 △58,462 △13,764

売上債権の増減額（△は増加） △41,013 △496,790

たな卸資産の増減額（△は増加） 61,291 △105,651

前渡金の増減額（△は増加） 121,336 △194,603

前払費用の増減額（△は増加） 3,387 1,123

未払金の増減額（△は減少） 93,915 50,408

未払費用の増減額（△は減少） 20,944 3,923

その他 21,784 11,252

小計 △1,466,050 △1,884,909

利息の受取額 7,934 5,009

利息の支払額 △4,526 △5,907

法人税等の支払額 △1,210 △1,210

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,463,852 △1,887,017

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 - 206,290

定期預金の預入による支出 △206,290 -

有形固定資産の取得による支出 △2,411 △5,967

無形固定資産の取得による支出 △39,676 △17,075

長期前払費用の取得による支出 △96,359 △115,420

その他 △303 713

投資活動によるキャッシュ・フロー △345,042 68,540

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） - 250,000

株式の発行による収入 23,508 23,331

リース債務の返済による支出 △14,351 △13,993

その他 △4,052 △2,666

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,104 256,671

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27,061 3,445

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,830,851 △1,558,359

現金及び現金同等物の期首残高 5,136,835 3,305,984

現金及び現金同等物の期末残高 3,305,984 1,747,624
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

　 連結子会社の数

8社

　主要な連結子会社の名称

3-D Matrix, Inc.

3-D Matrix Europe SAS.

3-D Matrix Asia Pte. Ltd.

3-D Matrix Da America Latina Representação Comercial Ltda.

北京立美基投資咨詢有限公司

3-D Matrix EMEA B.V.

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。

(連結貸借対照表関係)

　１ たな卸資産の内訳

前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当連結会計年度
(平成29年４月30日)

商品及び製品 152,315 千円 218,142 千円

仕掛品 81,853 〃 63,009 〃

原材料及び貯蔵品 477,758 〃 533,175 〃

　２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため(株)三井住友銀行と貸出コミットメント契約を締結しております。

コミット期間満了日は平成29年10月31日であり、当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当連結会計年度
(平成29年４月30日)

貸出コミットメントの総額 300,000 千円 300,000 千円

借入実行残高 100,000 〃 250,000 〃

差引額 200,000 千円 50,000 千円
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(連結損益計算書関係)

　１ 売上高から売上原価を差し引いた売上総損益は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年５月１日
至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

売上総利益又は売上総損失（△） △23,668 千円 5,594 千円

　

　２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入益）が

　 売上原価に含まれております。

前連結会計年度
(自 平成27年５月１日
至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

19,925 千円 5,344 千円

　３ 研究開発費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年５月１日
至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

給料手当 95,885千円 70,695千円

支払報酬 458,780〃 339,369〃

マテリアル費 59,243〃 41,901〃

退職給付費用 1,299〃 974〃

　４ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年５月１日
至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

役員報酬 127,182千円 93,914千円

給料手当 209,604〃 281,708〃

支払報酬 240,295〃 211,205〃

旅費交通費 124,818〃 120,757〃

退職給付費用 1,980〃 4,274〃

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

　ます。

前連結会計年度
(自 平成27年５月１日
至 平成28年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

現金及び預金勘定 3,512,274 千円 1,747,624 千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △206,290 〃 － 〃

現金及び現金同等物 3,305,984 千円 1,747,624 千円

(セグメント情報等)

当社グループは、単一セグメント(医療製品事業)であるため、記載を省略しております。

　

決算短信（宝印刷） 2017年06月14日 17時09分 26ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



株式会社スリー・ディー・マトリックス(7777) 平成29年４月期 決算短信

25

(１株当たり情報)

前連結会計年度

(自 平成27年５月１日

至 平成28年４月30日)

当連結会計年度

(自 平成28年５月１日

至 平成29年４月30日)

１株当たり純資産額 168.13円 １株当たり純資産額 105.84円

１株当たり当期純損失金額 114.49円 １株当たり当期純損失金額 64.62円

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

２ １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前連結会計年度

(自 平成27年５月１日

至 平成28年４月30日)

当連結会計年度

(自 平成28年５月１日

至 平成29年４月30日)

１株当たり当期純損失金額

親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円) △2,459,327 △1,392,571

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 　―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純損失（△）(千円)
△2,459,327 △1,392,571

普通株式の期中平均株式数（株） 21,481,602 21,550,482

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

― ―

　

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(平成28年４月30日)

当連結会計年度

(平成29年４月30日)

純資産の部の合計額(千円) 3,935,677 2,607,343

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 317,036 319,552

（うち新株予約権）(千円) (317,036) (319,552)

普通株式に係る純資産額(千円) 3,618,640 2,287,790

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数（株）
21,522,288 21,614,954
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(重要な後発事象)

１．行使価額修正条項付き第17回新株予約権（第三者割当）の発行

当社は平成29年４月18日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり、行使価額修正条項付き第17回新株予約権を発

行いたしました。

行使価額修正条項付き第17回新株予約権（第三者割当）の発行概要

名称 株式会社スリー・ディー・マトリックス第17回新株予約権（第三者割当）

割当日及び払込期日 平成29年５月８日

発行新株予約権数 2,500個（新株予約権１個当たり1,000株）

発行価額 新株予約権１個当たり6,019円（総額15,047,500円）

当該発行による潜在株式数

潜在株式数：2,500,000株
上限行使価額はありません。
下限行使価額は446円ですが、下限行使価額においても、潜在株式数は
2,500,000株です。

新株予約権の行使期間 平成29年５月９日から平成31年５月８日まで

新株予約権の行使価額及び行使価
額の修正条件

当初行使価額 742円
行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の当社普
通株式の終値の90％に相当する金額に修正されますが、その価額が下限行使
価額を下回る場合には、下限行使価額を修正後の行使価額とします。

新株予約権の行使に際して出資さ
れる財産の価額

1,855,000,000円
（当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合に出資さ
れる財産の価額）

割当先および割当数 メリルリンチ日本証券株式会社 2,500個

資金使途

①日本における本止血材の製品化に向けた開発費用（治験費用及び申請関連
費用）
②欧州等における次世代止血材の研究開発費用及び認証取得費用
③欧州等における癒着防止材の研究開発費用
④本止血材の原材料調達費用・製造設備の拡充費用
⑤次世代止血材の原材料調達費用・製品化に向けた検討費用
⑥借入金返済

その他

当社は、メリルリンチ日本証券株式会社との間で、金融商品取引法に基づく
届出の効力発生後に、コミットメント条項付き第三者割当て契約を締結して
おります。当該第三者割当て契約において、以下の内容が定められておりま
す。
・当社による本新株予約権の行使の指定
・当社による本新株予約権の行使の停止
・メリルリンチ日本証券株式会社による本新株予約権の取得に係る請求
なお、当該契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の承認が
必要である旨が定められており、また、譲渡された場合でも、上記のメリル
リンチ日本証券株式会社の権利義務は、譲受人に引き継がれる旨が規定され
ております。

　

２．新株予約権の権利行使

当連結会計年度終了後、平成29年５月31日までの間にメリルリンチ日本証券株式会社が保有する行使価額修正条

項付き第17回新株予約権の一部について権利行使がありました。当該新株予約権の権利行使の概要は以下のとおり

です。

①発行した株式の種類及び数 普通株式 61,000株

②発行価額の総額 39,661,000円

※この結果、新株予約権の振替額367千円を含めて、資本金20,014千円、資本準備金20,014千円が増加いたしまし

た。
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